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くなっている。 

(2)曝露条件 

供試体を曝露した平野部，及び，山間部の 2015 年 11

月から 2016 年 3 月までの気象条件を表－3及び表－4に

示す 4）。山間部の方が秋から春にかけての最高気温は 2

～5℃程度，最低気温は 4～8℃程度低くなっている。ま

た最高気温が 0℃以下の日が平野部ではほとんどないの

に対し，山間部では 1，2 月共に半分近く 0℃以上に達せ

ず，山間部では 1，2 月共にほとんどの日で降雪があった。

曝露の様子を図－2 及び図－3 に示す。山間部の円柱供試

体の一部は地中に埋設しているものもあった。また図－4

に示すように W/C が高い汎用コンクリートにおいては

藻のような物が供試体に付着していた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

配合 

 

呼び 

強度 

W/C 

(%) 

W/P

(%)

s/a

(%)

単位量（kg/m3） 
A/P

(%)水 セメント 焼却灰 細骨材 粗骨材 混和剤＊

汎

用 

N24-0 

24 

63.0 63.0 48.5 163 259 - 892 988 0.648 0

N24-5B2，N24-5A3 65.6 62.3 48.4 166 253 13 881 980 0.665 5

N24-10A2， N24-10A3 67.7 60.8 48.1 168 248 28 869 978 0.690 10

高

流

動 

H40-0 

40 

49.1 49.1 53.8 185 377 - 910 810 9.425 0

H40-5B2 50.4 47.9 53.0 185 367 19 889 818 9.650 5

H40-10A2 54.5 49.0 51.4 195 358 40 842 828 11940 10

H60-0 

60 

31.9 31.9 49.5 175 549 - 780 826 6.863 0

H60-5B2 35.6 33.8 50.1 175 492 26 798 826 9.842 5

H60-10A2 39.5 35.6 47.1 190 481 53 723 846 12.816 10

 

化学成分(%) 重金属（ppm） 

SiO2 Al2O3 CaO SO3 Na2O K2O P2O5 Cl－ Pb Cd Hg As Se T-Cr

焼却灰 A2 36.8 20.2 8.7 1.11 0.50 1.75 13.7 0 88 3.2 ND 7.5 0.37 63 

焼却灰 B2 34.2 21.1 7.2 0.27 0.65 1.83 23.5 0 210 7.4 ND 4.9 0.03 350

焼却灰 A3 28.9 17.1 7.0 1.5 0.69 2.40 31.4 0 110 7.3 ND 29 5.3 210

年月 

山間部 平野部 

最高気温

（℃） 

最低気温

（℃） 

最高気温 

（℃） 

最低気温

（℃） 

2015 年 11 月 22.2 0.4 24.8 3.9 

2015 年 12 月 19.6 -4.4 22.1 -0.2 

2016 年 1月 11.2 -9.1 15.0 -5.0 

2016 年 2月 13.1 -10.3 18.2 -2.3 

2016 年 3月 20.0 -5.3 22.6 -0.8 

年月 

山間部 平野部 

最高気温 0℃

以下の日数

（日） 

雪日数

（日） 

最高気温 0℃

以下の日数

（日） 

雪日数

（日）

2015年11月 0 2 0 0 

2015年12月 2 15 0 0 

2016 年 1月 12 28 1 7 

2016 年 2月 13 23 0 5 

2016 年 3月 2 12 0 2 

表－1 配合表

図－2 平野部自然曝露供試体

表－2 化学成分 

表－3 平野部及び山間部の最高・最低気温 4） 

表－4 平野部及び山間部の最高気温0℃以下の日数 4）

と雪日数 4） 

＊汎用コンクリートに対してはリグニン系 AE 減水剤，高流動コンクリートに対してはポリカルボン酸系 SP 剤を使用 
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(3)圧縮強度試験 

 平野部及び山間部で自然曝露されていた供試体の長期

的な強度を測定するため圧縮強度試験を行った。供試体

は，打設 2 日後に脱型し， 21 日間標準養生後，材齢 28 

日から自然暴露を開始した。平野部，山間部共に配合 9

種類に対し 3 本ずつ圧縮試験を行い平均値を取った。 

(4)耐凍害性試験  

 長期曝露された供試体の耐凍害性について検討するた

めに JIS A1127に従い一次たわみ共鳴振動数を測定した。

また JISA1148 に従い相対動弾性係数を算出した。 

(5)中性化深さ測定 

 圧縮強度試験終了時に圧縮試験機において供試体を割

裂し，フェノールフタレイン溶液を割裂面に噴霧した。

コンクリート表面部から赤紫色に呈色した部分までの距

離をノギスを用いて計測した。計測箇所は打設面から 5，

10，15cm の箇所を上下計 6 箇所測定し平均値を算出した。 

2.2 現在の焼却灰を用いた供試体の各種耐久性試験 

 上記の曝露供試体の作製から 17 年が経過しているた

め，現在の焼却灰の状態を確認するため，焼却灰 A2と同

一の処理施設から再び焼却灰を採取し（以下 A3とする），

コンクリート混和材として用いて供試体を作製した。そ

れらの供試体に対し各種耐久性試験を行う。 

(1)供試体概要 

 配合は表－1 の汎用コンクリートと同じ 3 配合で，セ

メントに対する下水汚泥焼却灰の置換率は 0，5，10％の

3 種類とした。供試体の大きさは耐凍害性試験及び塩分

量測定に用いるものは 10×10×40（cm）の角柱供試体で，

これら全て配合に対し，耐凍害性試験用に空気量を 4.5％

（L）と 6％（U）の 2 種類用意し各 2 本ずつ，塩分浸透

試験用に各 3本ずつ作製した。空気量に関しては 2.1（1）

同様に AE 剤を用いて配合毎に調整を行った。圧縮強度

試験に用いるものはφ10×20（cm）の円柱供試体で圧縮

強度試験用に各配合に材齢3種類を3本ずつ，作製した。

供試体は打設後 1 日で脱型し，20℃の養生室内で塩分浸

透試験用に用いる供試体は 7 日間，圧縮強度試験に用い

る供試体は 28 日間湿布養生し，耐凍害性試験に用いる供

試体は 28 日間水中養生した。作製した供試体を図－5に

示す。この供試体は 7 日間自然曝露した後（晴天時）に

撮影したものだが，下水汚泥焼却灰自体が赤褐色をして

いるので置換率が増加するほど供試体の色が赤くなって

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コンクリートに用いた焼却灰A3の化学成分を表－2に

示す。コンクリートの凝結や強度表現に悪影響を及ぼす

P2O5 含有量が A2，B2 より大幅に増加していた。これは

近年，下水汚泥を高度処理する事が可能になり，リン濃

度が増大したことが原因だと考えられる 5)。また重金属

では As，Se の含有量が A2，B2 と比較すると A3 が多い

という結果になった。 

(2)圧縮強度試験 

 湿布養生終了後，図－3 と同様の環境で屋外にて 2016

年 11 月 1 日～2016 年 11 月 28 日の期間において自然曝

露し，曝露期間 7 日，28 日経過した供試体の圧縮強度を

測定した。 

(3)耐凍害性試験 

 JISA1148 の A 法に従って，30 サイクル毎に質量と一

次たわみ共鳴振動数を計測した。 

 (4)塩化物イオン浸透試験 

湿布養生終了後，温度 20℃の養生室で NaCl10％水溶

液に供試体を 2 ヵ月間浸漬し，コンクリート内部の塩化

物イオン量を計測するためドリル粉を採取した。削孔箇

図－3 山間部自然曝露供試体 

図－4 汎用コンクリートの様子 

図－5 供試体の色の変化 

（左から置換率 0％，5％，10％） 
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所は端部から 100mm間隔で 3ヵ所とし深さは深さ 10mm

毎に 30mm まで削孔しコンクリート粉を採取した後，蛍

光 X 線分析装置を用いて解析し，全塩分量を計測した 6)。 

 

3．試験結果と考察 

3.1 下水汚泥焼却灰を用いたコンクリートの長期物性

(1)圧縮強度 

 圧縮強度を表－5 に示す。初期値とは自然曝露開始時

（材齢 28 日）における圧縮強度である。汎用コンクリー

トにおいては下水汚泥焼却灰の置換率に関係なく同程度

の圧縮強度が得られたが，高流動コンクリートにおいて

は下水汚泥焼却灰の置換率が増加するほど，W/C が増加

し圧縮強度が低くなるという結果になった。下水汚泥焼

却灰の水和物は汎用的な強度は発現出来るが，高強度は

発現が出来ない可能性がある。ただし，2.1 で述べたよ

うに，本研究では所定のスランプ，スランプフローが得

られるように配合を調整しているため，同じ呼び強度で

も W/C や W/P が異なる。このことが強度にも影響を与

えていることにも留意する必要がある。 

また曝露期間 204 ヶ月における平野部及び山間部の供

試体の圧縮強度は初期値と比較してもほとんどの配合で

増加していた。これは焼却灰がフライアッシュに近い非

結晶構造を示すことにより焼却灰中の SiO2 がポゾラン

反応を示し，強度が増加したものと考えられる。 

 

 

 

(2)耐凍害性試験 

 耐凍害性試験の結果を表－6 に示す。既往の研究 7)で

は一般的なコンクリートでは空気量が異なる供試体にお

いても相対動弾性係数は経過年数に伴い増加し続け，長

期暴露における相対動弾性係数にほとんど差が見られな

いことが明らかになっている。焼却灰を混入した本研究

においても空気量の異なる供試体においても相対動弾性

係数の差が確認されなかった。また平野部では置換率が

増加すると相対動弾性係数は低下し，山間部では増加す

るものが多かった。 

今回の測定は野外曝露環境下における相対動弾性係

数の測定であったため，平野部および山間部での野外曝

露年数における ASTM 相当サイクル数を算出した 8)。た

だし，そこには岐阜市のデータの記載がなかったため，

近隣都市の名古屋市のデータを代わりに用いた。平野部

の ASTM 相当サイクル数は 2（回/年），山間部の ASTM

相当サイクル数は 29（回/年）となっており 17 年間野外

曝露されていたので ASTM 相当サイクル数は平野部で

は 34 回，山間部では 493 回となる。空気量が 3.5％であ

っても，この期間経過後の相対動弾性係数は約 90％ある

ことから，十分な耐凍害性を有していると言える。 

 

 

 

(3)中性化深さ測定 

 中性化深さ測定の結果を表－7 に示す。割裂面のほと

んどの部分で呈色反応を示しており，中性化は見られな

かった。また山間部の供試体の方が平野部と比較して中

性化が進行していなかった理由として，山間部は寒冷地

であり積雪によってコンクリートの含水率が高い状態が

長期にわたって継続していたのと，供試体の一部が地中

に埋まっており中性化が進行しなかった可能性が考えら

れる。 

またコンクリート標準示方書の中性化予測式
9)(1)を用い

ることによって W/C から中性化速度係数 akを算出した。 

 

ܽ௞ ൌ െ 3.57 ൅  9.0W/C(1) 

(1)式を用いて算出した結果と実験から求めた ak を比較

したものを表－8に示す。(1)式においては W/C40％以下

では中性化が進行しないことになるが，今回の研究にお

配合 

圧縮強度（N/mm2） 

初期値 

平野部 山間部 

曝露期間（月） 

4 204 4 204 

H40-0 43.5 54.3 58.0 51.3 57.3

H40-5B2 44.7 55.4 56.2 53 55.9

H40-10A2 43.5 53.6 55.9 51.8 43.0

H60-0 72.7 81.3 75.1 79.7 105.9

H60-5B2 66.7 72.1 66.5 70.1 88.7

H60-10A2 64.1 62 66.0 58.3 64.5

N24-0 31.5 40.2 41.8 35.8 42.9

N24-5B2 32.5 41.3 40.6 38.4 41.4

N24-10A2 34.3 43 41.0 42.6 41.4

空気量

4.5% 

相対動弾性係数（%） 空気量

3.5% 

相対動弾性係数（%）

平野部 山間部 平野部 山間部

H40-0 100.8 89.6 H40-0 98.2 91.7 

H40-5B2 96.6 95.1 H40-5B2 92.4 91.6 

H40-10A2 87.3 95.1 H40-10A2 90.7 93.4 

H60-0 102.8 104.8 H60-0 98.8 104.1

H60-5B2 97.6 107.4 H60-5B2 93.1 107.6

H60-10A2 92.8 104.6 H60-10A2 85.0 109.1

N24-0 105.5 109.2 N24-0 105.4 109.3

N24-5B2 103.9 106.8 N24-5B2 107.7 103.2

N24-10A2 106.0 104.6 N24-10A2 107.6 105.3

表－5 圧縮強度試験結果 

表－6 曝露材齢 204 か月における相対動弾性係数
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いても山間

いなかった

化速度係数

汚泥焼却灰

しやすいと

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2 現在の

(1)圧縮強度

 圧縮強度

合表の呼び

露 28 日では

様に置換率

また焼却灰

度の増加が

での強度も

 

 

H

H4

H4

H

H6

H6

N

N2

N2

配合

H40-

H40-5

H40-1

H60-

H60-5

H60-1

N24-

N24-5

N24-1

部のH40の供

。また他の供

が低い値とな

を用いたコン

いうことはな

の焼却灰を用い

度 

試験の結果を

強度よりも圧

は呼び強度と同

の増加による

を用いた配合

大きい傾向が

検討していく

配合 
中

平

H40-0 0

40-5B2 2

40-10A2 0

H60-0 

60-5B2 

60-10A2 

N24-0 2

24-5B2 2

24-10A2 2

合 
中性

平野部

-0 0.194 

5B2 0.49 

0A2 0.22 

-0 0.00 

5B2 0.00 

0A2 0.00 

-0 0.51 

5B2 0.49 

0A2 0.55 

表－7 中性

表－8 中

試体において

試体において

り，ポゾラン

クリートにお

かった。 

いた供試体の各

表－9 に示す。

縮強度は若干

同等の結果とな

圧縮強度の低

は曝露期間の

見られる。今

予定である。

中性化深さ（mm

野部 山間

.80 0

.04 0

.90 0

0 0

0 0

0 0

.12 0

.01 1.4

.26 2.7

性化速度係数(㎜/

 山間部 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.00 

0.34 

0.66 

性化深さ測定結

中性化速度係数

中性化は進行

も予測値より

反応を有する

いて中性化が

各種耐久性試験

。表-1 に示し

低くなったが

なった。3.1(1)

低下は認められ

経過に伴う圧

後，更に長期

 

m） 

間部 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

40 

73 

/√年) 

予測 

0.849 

0.966 

1.326 

-0.699 

-0.528 

-0.366 

2.1 

2.334 

2.514 

結果 

数 

行して

中性

下水

進行

験 

た配

，曝

と同

れず，

縮強

材齢

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)耐

 耐

で相

率 5

空気

性に

ると

凍結

よう

ため

され

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）

塩

の供

は塩

イオ
10)で

抵抗

 

 

耐凍害性 

耐凍害性試験の

相対動弾性係数

5%，U-置換率

気量で比較する

に優れていた。

と置換していな

結融解抵抗性に

うに自然曝露 7

め，耐凍害性が

れたよりは良い

）塩分量イオ

塩化物イオン量

供試体より置換

塩化物イオン量

オン量は同等の

ではポゾラン反

抗性が向上する

配合

N24-0%

N24-5%

N24-10

 

 

置換率 0%

置換率 5%

置換率 10%

表－

表－10

図－

の結果を図－6

数 60％を超えて

率 5%，U-置換率

ると空気量の多

また下水汚泥

ない供試体より

に優れている傾

7 日における強

が非常に悪いこ

い耐凍害性を有

ン浸透試験 

量測定結果を表

換率 5％の供試

量が多くなり置

の塩化物イオン

反応によって塩

ることが明らか

圧縮強

曝露 7日

% 20.3 

% 18.2 

0% 19.0 

削孔

10 

12.057

15.409

% 17.079

－9 圧縮強度

塩化物イオン

－6 耐凍害性

に示す。300 サ

ていた供試体は

率 10%の 3 種類

多いUの方が凍

泥焼却灰の置換

りも置換した供

傾向があった。

強度発現が十分

ことを予期され

有する結果とな

表－10に示す。

試体と置換率 1

置換率 5％と 1

ン量となった。

塩分浸透抵抗性

かになっている

強度（N/mm2） 

日 曝露 28 日

26.1 

26.4 

26.7 

孔深さ（mm） 

20 

5.439 2

7.586 3

7.206 3

度試験結果 

ン浸透試験結果

性試験結果 

サイクル時点

は L-置換 

類となった。

凍結融解抵抗

換率で比較す

供試体の方が

表-9で示す

分でなかった

れたが，懸念

なった。 

置換率 0％

0％の供試体

0％の塩化物

既往の研究

性を含む化学

るが，今回の

日 

30 

.190 

.402 

.483 

果
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研究においては塩化物イオン量が増加してしまった。こ

れはどの供試体においても W/C が 60％を超えておりコ

ンクリートが粗な構造になっていたためだと考えられる。 

4.結論 

 過去に作製された焼却灰を用いたコンクリートの長期

的な強度について検討するため圧縮強度試験・耐凍害性

試験・中性化深さ測定を行った。また今年度採取された

焼却灰をコンクリート用混和材として混入しコンクリー

トの各種耐久性試験を行いコンクリート混和材としての

使用の可能性を検討し，以下のような結果を得た。 

(1) 過去に作製された下水汚泥焼却灰を用いたコンク

リートにおいて各種耐久性試験により長期的な強

度が確認された。 

(2) 今年度採取した焼却灰は過去の焼却灰と比較し，

P2O5含有量が増加していた。 

(3) 耐凍害性試験では下水汚泥焼却灰で置換したコン

クリートの方が凍結融解抵抗性に優れている傾向

があった。 

(4) 塩化物イオン浸透試験では置換率が増加するほど

塩化物イオン量が増加し，下水汚泥焼却灰で置換し

たことによる塩分浸透抵抗性は見られなかった。 
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